
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・高山学園及び吾妻学園の研究発表会を同日開催とする。
・午後から多くの教員が参加できるよう日程を調整する。

・研究発表に参加できる教員の数が少なかったこと。
・学園により、発表会場が複数に分かれたことで、参観者が
少なかったこと。

・市教育局で教育研究のモデル校を指定し、指導法や教材の
　研究開発に対し指導・助言をする。

研究指定の２年間をとおして、本市の教育の充実を図るとと
もに、参考となる研究を進めることができた。

・市教育局で教育研究のモデル学園を指定し、学校の指導法
　や教材の研究開発を図る。
・H30～31　輝翔学園　洞峰学園　茎崎学園
・R１～R２　高山学園　東学園
・５月～翌３月　年３回程度の訪問指導を実施

・H30～31研究指定校研究発表会実施
　輝翔学園（11月15日）　洞峰学園（11月20日）
　茎崎学園（11月28日）
・R１～R２研究指定校要請訪問実施
　高山学園（３回）　吾妻学園（１回）

継続

研究指定校支援事業

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         6.0

         0.0

         6.0

         0.0

         7.0

         0.0

         7.0

         0.0

         6.0

         0.0

         5.0

         0.0

         4.0

         0.0

　学校教育研究事業を支援することによって、指導法や教材
の開発、教職員の資質の向上を図り、児童生徒の学力を向上
させる。

研究指定学園数

研究校（学園）の指定数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         6.0

         0.0

         6.0

         0.0

         6.0

         0.0

         7.0

         0.0

         8.0

         0.0

         5.0

         0.0

         4.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

795

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

校



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費　　研究指定校講師謝礼　40,000円×4学園　　160千円
・需用費　　研究指定校消耗品　 200,000円×4学園　　800千円
　　　　　　研究紀要印刷製本　 100,000円×2校　　　200千円　計1,000千円
・使用料及び賃借料　研究指定校バス賃借料　　80千円

       7,157        6,178

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.70          0.70

       170.00        170.00

無 無

       5,362        5,168

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,795        1,010        1,240            0

       1,795        1,010        1,240            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・夏季休業中の研修講座の削減を図る。

・教職員の働き方改革に伴い、研修講座の削減を図る。

・発表会を開催
・市教育委員会主催の各種研修講座に講師を招き、視察研修
　を実施

・教職員の資質能力の育成を図ることができた。

・教職員の資質能力の向上
４月～翌２月で教員対象の研修（15講座）を実施する。

・４月～１月間で15講座のべ25回実施。

継続

教職員の各種研修事業

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

       800.0

         0.0

         0.0

         0.0

　教職員の研修を支援することで、教職員の資質及び指導力
の向上を図り、児童生徒の学力向上を目指す。

教職員の各種研修への参加数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

796

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費　　各教科研修講座講師謝礼　12,000円×4回　　　　　 48千円
・旅費　　　普通旅費　各種研修会講師・委員等旅費　交通費　　42千円
・需用費　　事務用消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　　　40千円

       3,119        2,860

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.35          0.35

       190.00        190.00

無 無

       2,942        2,842

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         177           18          130            0

         177           18          130            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

身近になある自然事象やこれまで学習してきた内容を題材にした課題を設定し、さらなり理科教育の興味・関心を高める

５年から８年までが共通の問題を解くため、履修内容や難易
度等問題作成に課題がある。

・科学について市内児童生徒が１チーム３人のチーム戦で筆
　記による共通課題へ取り組み、決勝リーグで実験実技の競
　技（サイエンスキッズリーグ）を開催する。
・児童生徒の理科教育・科学教育への興味・関心を高め、「
　科学の甲子園」や国際的な科学オリンピック等にも積極的
　に参加する。

児童生徒の理科に対する関心や科学的思考力、理科の見方・
考え方が深まった。
また、３人がチームが課題に挑戦することで、主体的で対話
的な学びが図れた。

・予選リーグと決勝リーグに分けてサイエンスキッズリーグ
　を実施（表彰式は科学フェスティバルで行う。）

筆記による予選リーグは、５・６年　33チーム、７・８年37
チームで実施。
実技による決勝リーグは予選を勝ち抜いた５・６年　8チー
ム、７・８年　８チームで実施
表彰式を科学フェスティバルにて実施

継続

つくば市サイエンスキッズリーグ事業

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        25.0

         0.0

         0.0

         0.0

　児童生徒の理科教育・科学教育への興味関心を高め、「科
学の甲子園」や高校生の参加による国際的な科学オリンピッ
ク等にも積極的に参加し活躍できる人材を育成する。

サイエンスキッズリーグへの参加校数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        45.0

         0.0

        45.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

797

Ⅱ 2 (3) 科学教育の推進

教育局教育指導課

教育指導係

校



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費
　　賞与金　サイエンスキッズリーグメダル、記念品　　211千円
・旅費
　　普通旅費　委員・審査委員旅費　　　　　　　　　　 40千円
・需用費
　　教材用消耗品　　　　　　　　　　80千円
　　行事用消耗品　　　　　　　　　　48千円　　計　128千円
.役務費
　　サイエンスキッズリーグ傷害保険　10千円

       2,762        2,598

維持

         0.30          0.30

       100.00        100.00

無 無

       2,367        2,282

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         395          316          389            0

         395          316          389            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

茨城県からの受託事業であるため、改善目標は特になし。

・学級数が多い学校や交通の便がよくない学校は学習サポー
ターの配置が難しい。

・市内全小学校及び義務教育学校の４、５年生並びに中学校
　及び義務教育学校の７、８年生を対象として「学びの広場
　サポーター」を夏季休業期間中を中心に派遣し、学習を支
　援する。

学習サポーターの派遣を希望した学校には、各学級１名ずつ
学習サポーターを配置した。学習サポーターが児童生徒の学
習状況に合わせて問題の解き方と助言することにより、基礎
学力の定着につながった。茨城県が作成した算数・数学の教
材や「つくばチャレンジングスタディ」を利用し、児童生徒
の到達度に合った学習支援を行うことができた。

・市内小学校及び義務教育学校の４、５年生並びに中学校
　及び義務教育学校の７、８年生を対象として「学びの広場
　サポーター」を夏季休業期間中を中心に派遣し、学習を支
　援する。

学習サポーターの派遣を希望した小学校26校、中学校３校、
義務教育学校２校に対し夏季休業中に学習サポーターを配置
し学習支援を行った。派遣希望のなかった学校では朝自習の
時間等に教員が補充学習を実施した。
【本年度】
・派遣した学習サポーター　168人
・小学校４年生　2,535人　・小学校５年生　2,448人
・中学校７年生　2,037人　・中学校８年生　1,944人

継続

学びの広場サポート事業

補助金（間接）

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

        37.0

         0.0

        45.0

         0.0

        41.0

         0.0

        40.0

         0.0

        45.0

         0.0

        45.0

         0.0

        45.0

         0.0

　各学園学校の実態と発達段階に応じ、各教科領域の指導目
標を達成するために効果的な指導方法について共に考え、適
切に助言し、教職員の資質の向上を図る。

実施学校数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        37.0

         0.0

        52.0

         0.0

        51.0

         0.0

        51.0

         0.0

        45.0

         0.0

        45.0

         0.0

        45.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

798

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

校



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費　　学びの広場サポート謝礼（小学校版）3,000円×5日×130学級　1,950千円
　　　　　　学びの広場サポート謝礼（中学校版）1,500円×2時間×100学級　300千円
　　　　　　合計　2,250千円
・役務費　　学びの広場サポーター傷害保険料（小学校版）　32千円
　　　　　　学びの広場サポーター傷害保険料（中学校版）　20千円
　　　　　　合計　52千円

       5,162        3,789

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.20

       200.00        200.00

無 無

       1,909        1,850

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       1,084            0            0            0

       1,084            0            0            0

           0            0            0            0

           0        1,939        2,302            0

       1,085            0            0            0

       3,253        1,939        2,302            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・年間計画を立案し、計画的に訪問できるようにする。

・各種訪問指導の日程調整が難しいことがある。

・各学園学校の実態と発達段階に応じ、各教科領域の指導目
　標を達成するために効果的な指導方法について共に考え、
　適切に助言する。

・教職員の授業力向上を図ることができた。
・学校運営において課題を解決することができた。
・学校改善プラン等の作成をとおして、学校の課題を明確に
し、次年度の方向性が明確になった。

４月　市学校教育指導方針説明会において、学習指導におけ
　　　る重点目標等の説明を行う。
５月～12月　各種訪問指導において、個々の授業における適
　　　　　　切な指導について助言指導を行う。研修会にお
　　　　　　いては、各学園の課題意識ごとに焦点化したテ
　　　　　　ーマで授業力向上のための助言指導を行う。
１月～３月　児童生徒の学力の推移について分析したものを
　　　　　　もとに次年度に向けた改善策のまとめを促し、
　　　　　　方向性について助言指導する。

・５月～２月にかけて、各種訪問指導を実施し、授業におけ
る適切な指導及び学校運営における助言等を行った。
・１月～３月にかけて、児童生徒の各種テストを分析し、次
年度に向けた改善策のまとめを実施させ、方向性について助
言指導した。

継続

学習指導助言事業

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　各学園学校の実態と発達段階に応じ、各教科領域の指導目
標を達成するために効果的な指導方法について共に考え、適
切に助言し、教職員の資質の向上を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

799

教育局教育指導課

教育指導係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

      11,331       10,914

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.50          1.50

       300.00        300.00

無 無

      11,331       10,914

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・特になし

・学校教育指導方針を作成する。

・指導方針を作成することで、教職員及び視察来庁者につく
ば市の教育を周知することができた。

10～11月　指導方針の内容に関する会議
12～２月　指導方針の現行の作成
３月　指導方針の印刷製本

・10月からの課内会議において指導方針の内容確認
・１月から指導方針の原稿作成
・３月に指導方針の印刷製本

継続

学校教育指導方針の作成事務

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

     2,000.0

         0.0

     2,000.0

         0.0

     2,000.0

         0.0

     2,000.0

         0.0

         0.0

         0.0

　つくば市の教育方針について、市の教職員や視察者に示
す。

学校教育指導方針の作成部数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

     1,500.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

800

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

冊



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・需用費
　　印刷製本費　学校教育指導方針印刷　　　220千円

       4,073        3,775

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

        90.00         90.00

無 無

       3,753        3,614

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         320          161          220            0

         320          161          220            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・特になし

・自主的・組織的に研究に取り組もうとする学校に研究奨励
　費を助成し、研究の支援を行う。

・各校計画的に研究を進めることができた。

・自主的・組織的に研究に取り組もうとする小中学校（応募
　校）に研究奨励費を助成する。

・桜南小、吾妻小、葛城小、茎崎中、みどりの学園の５校に
研究奨励費を助成した。

継続

研究奨励助成事業

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　自主的・組織的に研究に取り組もうとする小中学校（応募
校）に対して、研究奨励費を助成する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

801

教育局教育指導課

教育指導係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

、・報償費
　　研究奨励用賞賜金　　3,000円×5校　　　　15千円
・需用費
　　消耗品　研究奨励用　　　　　　　　　　 150千円
・備品購入費
　　研究奨励用教材備品　90,000円×5校　　　450千円

       2,052        1,241

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.10

        30.00         30.00

無 無

       1,487          753

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         565          488          615            0

         565          488          615            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・事業のスタート時期を早める事で、打合せのやりとりができる時間を確保する。

・担任と弁護士の打ち合わせの時間が十分に確保するのが難
　しい。

・法の専門家である弁護士から、専門的視点で助言を受ける
　とともに、ティームティーチング形式でいじめの防止対策
　のための授業を行う。

・弁護士という立場から、いじめについて話をしてもらうこ
　とで説得力があった。
・具体的な事例を知ることで、改めていじめが許されない行
　為である事を確認できた。

・７月　茨城県弁護士会と本年度の実施について詳細の連絡
　　　　調整
・８月　学校に周知し、希望をとる。
・実施校を決定
・茨城県弁護士会と実施日について調整
・学校と派遣弁護士で授業の打ち合わせ
・授業を実施

・全１０校、４０学級にて授業を実施（小学校７校、中学校
１校、義務教育学校２校）
・５年生から８年生で実施。

新規

弁護士によるいじめ防止授業実施事業

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        40.0

         0.0

         0.0

         0.0

　いじめの予防教育を行い、いじめを起こさない学校づくり
に資する。

弁護士によるティームティーチング形式のいじめ防止対策授業

いじめ防止授業実施数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

803

教育局教育指導課

教育指導係

コマ



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

.報償費　いじめ防止事業講師謝礼　480千円

           0          480

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.00          0.00

         0.00          0.00

無 無

           0            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0          480          480            0

           0          480          480            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・４～９年生の６学年を調査対象として実施する予定。

・６年及び９年も調査対象としたい。

・市内各学校の小学４、５、中学１、２年生対象の紙面質問
　方式による学校生活状況や意識調査を包括的に調査・分析
　を実施する。

・児童生徒一人一人の実態を把握することができ，面談等で
活用することができた。
・今後の児童生徒の対応に活用することができる。

・６月　市内各小・中、義務教育学校で実施
・結果を夏休み中に学校に送付

・６月に４・５・７・８年生の４学年対象にｉ-check（総合
質問紙調査）を実施した。
・結果を夏休み前に送付し，個別面談等で活用した。

新規

学校生活総合質問調査委託事業

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　児童・生徒の生活状況や意識調査をして、分析結果で支援
を要する児童・生徒の詳細な状況を把握し、学校と行政で結
果を共有し効果的な運用を図る。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

804

教育局教育指導課

教育指導係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・委託料　学校生活総合質問紙調査委託　5,637千円

           0        3,383

拡充

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.00          0.00

         0.00          0.00

無 無

           0            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0        3,383        5,637            0

           0        3,383        5,637            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　筑波大学、筑波学院大学、つくば市国際交流協会との連携を図り、日本語指導ボランティアの人材確保に努める。

　日本語指導ボランティアの人材確保。

日本語指導においては，日本語の理解が十分でない児童生徒
が学習や生活に支障がなく適応できるようにするための支援
が必要である。また，国際理解集会については，児童生徒の
多文化理解を促進するために，各学校または学園単位で国際
理解集会等を実施し，外国の文化や考え方に体験的に触れる
機会を設けている。

　外国の方と直接関わったり、外国での生活経験のある方か
ら話を聞いたりする経験を通して、児童は日本文化の良さを
再確認することができた。また、外国の文化や生活について
の興味・関心を高めることができた。
　日本語指導ボランティアの活用により、児童の学習面や生
活面での適応を支援することができた。

　国際理解集会の実践報告書は今年度同様ウェブ回覧に、
より多くの先生方が各学校の実践を見られるように計画をす
ることで、さらなる国際理解集会の充実を図る。
　外国語学習の充実のため、４技能の力を客観的に捉えられ
る外部試験を受けることで、指導の実績をデータで確認でき
るようにする。
　日本語指導ボランティアにおいては、ボランティアの確保
が難しい地域では学校との連絡調整を行い、支援の充実を図
る。

・市内全小学校及び義務教育学校前期課程で国際理解集会を
　実施
　講師として、保護者、地域の方々、国際交流室、国際交流
　協会、ワールドキャラバン、JICA出前講座等を活用
・日本語指導ボランティアを16校に配置
　延べ478人のボランティアの協力を得て、1403時間の指導
　を実施
・大曽根小で外部試験（GTEC　Jr）を実施

国際理解教育推進事業

職員のみ

01-100102-25 国際理解教育推進に要する経費

        51.0

         0.0

        51.0

         0.0

        51.0

         0.0

        37.0

         0.0

        33.0

         0.0

        33.0

         0.0

         0.0

         0.0

日本語指導・国際理解集会

つくば市の学校教育の柱の一つである国際理解教育の充実を
図るための事業である。日本語指導を必要とする児童生徒へ
の学習や生活に適応するために，地域のボランティアを活用
し，支援を行う。また，各学校において国際理解集会を実施
し，異なる文化や考え方を尊重する態度を育むため。

国際理解集会実施校数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        51.0

         0.0

        51.0

         0.0

        51.0

         0.0

        37.0

         0.0

        33.0

         0.0

        33.0

         0.0

        33.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

805

活動指標

教育局教育指導課

学校・地域連携係

校



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費　講師謝礼
　　国際理解集会講師謝礼　　　　　　　　　　　　　　330千円
　　日本語ボランティア・コーディネーター謝礼他　　1,517千円　計1,847千円
・需用費
　　国際理解集会活動・日本語指導ボランティア消耗品　325千円
　　教科書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17千円　計　342千円
・役務費
　　損害保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 58千円
・委託料
　　日本語指導プレスクール委託　　                　122千円

       4,818        4,449

維持

5

4

2

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.35          0.35

        40.00         40.00

無 無

       2,570        2,473

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,248        1,976        2,369            0

       2,248        1,976        2,369            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

令和２年度より小学校同様、司書教諭補助員として配置する。より専門性を高めることで、学校図書館の活性化につなげ
ていく。

・学校図書館協力員の主な業務…書籍の整理、照会、貸出
　し、司書教諭の補助等

市内の各中学校、義務教育学校における学校図書館の生徒に
よる自治的運営の活性化につながった。

・日数はH30年度と同様41日
・司書教諭、図書委員と連携し図書業務を行う。
・４月　説明会を開催
　　　　業務内容の確認
　　　　司書教諭研修の充実（中学生の読書冊数増加のため
　　　　の方策の共有）、授業や読書活動に役立てる。

市内各中学校及び義務教育学校に１人ずつ学校図書館協力員
が配置され、蔵書の整理や貸し出しの補助など、学校図書館
の運営の手伝いを行うことができた。

継続

学校図書館協力員配置事業

職員のみ

01-100302-18 学校図書館協力員に要する経費

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        16.0

         0.0

        16.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市内中学校及び義務教育学校の学校図書館の活性化を図
り、生徒を本に親しませることによって生きる力をはぐくむ
ことを目的とする。

中学校への学校図書館協力員の配置

学校図書館協力員配置数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        15.0

         0.0

        16.0

         0.0

        16.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

809

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報酬
　　中学校図書館司書教諭補助員　会計年度任用職員として配置（人事課計上）

       2,031        1,900

維持

         0.15          0.15

        30.00         30.00

無 無

       1,134        1,092

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         897          808            0            0

         897          808            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

学習チューターの募集については、市報や市のホームページに募集情報を掲載するなど、地域人材を広く募集する方法を
検討する。その他、市内各学校においては、ＰＴＡや「学校応援隊」にも協力を呼びかけていく。実施時期や実施回
数については、実力テスト前や個別面談期間など生徒が集中して取り組むことができる時期や回数を考慮し、各学校と協
議の上、年間計画に反映させる。

特に、筑波大学から遠い学校においては、派遣できる学習チ
ューターの数と質を確保するのが課題である。また、生徒の
学習状況に合った実施時期や支援の在り方について検討して
いく必要がある。

　市内の大学及び本市近隣地域の協力のもと、大学生、大学
院生、地域人材をチューター（学習助言者）として市内全中
学校及び義務教育学校に派遣し、生徒の学習支援を行う。

11月と１月に行われた茨城県「学力診断のためのテスト」で
は、５教科の県平均と市平均の差が第２学年で13.0点，第３
学年で10.8点それぞれ昨年度と比較して向上した（第１学年
は小学校４教科から中学校５教科になり22.0点向上）。その
他、質問紙では本事業に参加した生徒のうち約80％が学習習
慣の定着について肯定的な回答をした。

４月　担当者会議，計画書作成，学習チューター募集
７月　運営協議会
　　　オリエンテーション（筑波大学）
　　　つくば未来塾開始
２月　つくば未来塾終了
３月　運営協議会　実績報告

・実施延べ日数　212日
・学習チューター派遣延べ時間　1,243時間
・学習チューター協力延べ人数　641人
（学習チューター登録者数　163人）
・参加生徒延べ人数　11,851人

継続

つくば未来塾事業

補助金（間接）

01-100302-19 つくば未来塾に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        15.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市内の大学及び本市、近隣地域の協力のもと、大学生、大
学院生、地域人材を学習チューター（学習助言者）として市
内全中学校及び義務教育学校に派遣する。生徒を対象とした
学習支援を行うことにより、生徒の学力の向上及び学習習慣
の定着を図る。

本事業が学力向上や学習習慣の定着に有効であると回答する学校数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        16.0

         0.0

        16.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

810

成果指標

教育局教育指導課

学校・地域連携係

校



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費：指導員謝礼　3,550千円
・旅費：普通旅費　2千円
・需用費：消耗品費　640千円
・役務費：　87千円
　合　計　4,279千円

       5,368        4,268

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.15          0.15

        30.00         40.00

無 無

       1,134        1,117

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

       2,793        2,071        2,792        2,792

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,441        1,080        1,487        1,487

       4,234        3,151        4,279        4,279

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・新学習指導要領施行にともなう、選書や本の廃棄を進め、情報センターとしての学校図書館の機能を高める。

・特になし

・学校図書館司書教諭補助員の主な業務として整理、照会、
　貸出し等、司書教諭の補助
・司書教諭は、学級担任や教科担当と兼務であるため、司書
　教諭補助員を配置し、児童の読書環境を整えていく。

・事業説明会の中でバーコードシステムの研修を行い蔵書の
貸出業務化が図られた。
・児童が手に取って読みたくなるよう各学校の図書館の環境
が整えられた。

・学校図書館システムによる図書の貸し出しの活性化
・計画的な蔵書点検の推進
・図書館の研修に効果的な読書活動の紹介活動を取り入れ
　る。
・中央図書館と連携した支援活動
・４月　業務説明会

・市内小学校、義務教育学校前期課程に司書教諭補助員を１
名ずつ配置した（勤務日は児童数に応じて週３日から５日）
。
・各学校の司書教諭の補助として、学校図書館の運営に当た
った。
・５月に研修会を実施し、中央図書館司書を講師に、学校図
書館で行うガイダンスについて研修をした。

継続

学校図書館司書教諭補助員配置事業

職員のみ

01-100202-18 学校図書館司書教諭補助員に要する経

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市内小学校及び義務教育学校の学校図書館の活性化を図
り、児童を本に親しませることによって生きる力をはぐくむ
ことを目的にして、司書教諭を補助する「司書教諭補助員」
を配置し、学校図書館に人が常駐することで、児童の学校図
書館利用や読書活動を活発にする。

学校図書館司書教諭補助員配置数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

811

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報酬、旅費（費用弁償）
　　小学校図書館司書教諭補助員　　会計年度任用職員として配置（人事課計上）
・報償費
　　研修会講師謝礼、学校図書館アドバイザー謝礼　　45千円
・旅費
　　研修会旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　98千円

      23,741        1,125

維持

         0.15          0.15

        30.00         30.00

無 無

       1,134        1,092

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      22,607           33          143            0

      22,607           33          143            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

支援員対象の学校訪問を計画的に実施し、支援に対する指導助言を実施

理科支援員同士の情報交換の場の設定や支援員向けの研修を
行うことで更なる支援の質の向上を図る。

・研究者や教員のOBなど理科が得意な人材（理科支援員）を
　小学校及び義務教育学校に派遣（５、６年生における理科
　授業の観察・実験等の準備、実施支援、後片付け等の支援
　を行う。）
・１学級につき35時間、147学級（小学校29校と義務教育学
　校４校の理科支援員延べ37人）で実施

観察・実験の準備や学校の理科室の環境整備が充実した。
教員と支援員が協同して理科授業を行うことで教員の専門性
や指導力の向上が図れた。
複数で理科授業を行うことで事故や怪我などを防止すること
ができた。

５月～２月　５、６年生の学級に週１時間配置
１月　次年度支援員募集
３月　採用面接・支援員決定

４月に理科支援員説明会を実施
５月～２月において１日３時間の支援を実施
３３校のべ５２００時間の支援を実施
３月に次年度採用面接実施・支援員の決定

継続

理科支援員等配置事業

職員のみ

01-100202-19 理科支援員等配置に要する経費

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        34.0

         0.0

        33.0

         0.0

         0.0

         0.0

　理科が得意な人材を小学校及び義務教育学校の理科授業に
活用し、観察・実験活動等における教員の支援や科学に関す
る実験等の演示・体験活動等を行うことにより、小学校及び
義務教育学校理科教育の活性化及び一層の充実を図るととも
に、小学校及び義務教育学校教員の理科指導力の向上を図
る。

理科支援員配置数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        37.0

         0.0

        33.0

         0.0

        33.0

         0.0

        33.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

812

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費
　　理科支援員謝礼　160学級　5,987千円
・需用費
　　図書　理科教科書　　　　　 164千円
　　実験用白衣　　　20人　　　  88千円
・役務費
　　理科支援員傷害保険　33人　 186千円

       7,505        6,937

維持

         0.15          0.15

        30.00         30.00

無 無

       1,134        1,092

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       6,371        5,845        6,425            0

       6,371        5,845        6,425            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

特になし

・教育指導課に派遣指導主事(総研・教育相談センター含）
　を配置し、学校運営の指導や各教科の指導・研究及び科学
　教育事業等を行う。
・いじめや不登校など学校生活への不適応や人間関係に苦し
　む児童生徒・保護者の相談に対応する。

・計画指導訪問等を実施したことで，教職員の指導力向上及
び学校経営力の向上を図ることができた。

・５月～10月　計画指導訪問（市内全45小中義学校、全16幼
　　　　　　　稚園）
・随時　要請訪問（研究指定校７学園）、小中一貫指導訪問
　　　　（全16園）、特別支援指導訪問、生徒指導訪問、学
　　　　力向上推進訪問等

・５～10月で計画指導訪問実施（市内全45小中義務教育学校
、全16幼稚園）
・市研究指定校５校の訪問、特別支援指導訪問、生徒指導訪
問を実施した。

継続

派遣指導主事の配置事業

職員のみ

01-100102-17 指導主事に要する経費

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       160.0

         0.0

       160.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市の学校教育における諸問題の調査・研究，教職員の研
修、教育情報の収集や学校・地域への発信、教育相談、各学
校や園への指導・助言を組織的に推進し、市の学校教育の一
層の充実と振興を図る。

計画指導訪問（市内全51校）、要請訪問（研究指定校３校）、小中一貫指導訪問（全15学園）、特別支援指
導訪問、生徒指導訪問、学力向上推進訪問等の訪問回数

学校訪問回数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

       160.0

         0.0

       150.0

         0.0

       150.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

813

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・給料　24千円
・職員手当　5,860千円
・旅費　109千円
・負担金補助金及び交付金　90,543千円

      97,964       94,141

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.10

        20.00         20.00

無 無

         756          729

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      97,208       93,412       90,543            0

      97,208       93,412       90,543            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・特になし。

・教員からの学校運営に関する相談や保護者からの学校への
　要望等に対し、迅速かつ的確なアドバイス等ができるよう
　に、専門的な知識をもつ「学校指導員」を任用する。

・学校運営や保護者対応に関する適切なアドバイスを実施し
たことで、学校運営等が円滑に進めることができた。

・学校・幼稚園訪問を通じて、教員からの学校運営に関する
　相談や保護者からの学校への要望等に対し、迅速かつ的確
　なアドバイスを行う。
　４月～３月（市内全学校45校、全幼稚園16園）

・学校及び幼稚園訪問を実施し、教員の学校運営に関する相
談や保護者対応等、的確にアドバイスを実施した。
・４～３月で学校教育指導員２人で340回の訪問を実施した
。

継続

学校教育指導員の配置事業

職員のみ

01-100102-29 学校教育指導に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        67.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　学校教育指導員を配置し、学校教育及び幼稚園教育の充実
及び振興を図る。

学校・幼稚園訪問回数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

        67.0

         0.0

        61.0

         0.0

        61.0

         0.0

        61.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

814

活動指標

教育局教育指導課

教育指導係

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報酬、職員手当、旅費
　　学校教育指導員　２人　会計年度任用職員として配置（人事課予算）

       4,821        4,695

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.10

        20.00         20.00

無 無

         756          729

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       4,065        3,966            0            0

       4,065        3,966            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

新学習指導要領施行にともない，各系統性の見直しやつくばスタイル科の見直しをワーキンググループを編成し，行って
いく。
令和２年度は２学園が研究指定発表会を行う予定であるが、市内全校を午前中授業にし、午後、研究発表会に参加できる
体制を整える。

新学習指導要領施行にともなう評価の系統性、育成すべき資
質・能力の系統性の見直しなど。
研究指定の学校の発表会に、授業の関係で、一般の教員が参
加しづらい。

・効果的な経営・運営方法や学習・生徒指導等について、適
　切に助言する。

輝翔学園、茎崎学園、洞峰学園の３学園が２年の研究指定の
成果を発表した。一人一人の多様性を生かし社会力を育成し
た輝翔学園、地域連携などを生かした取組を行った茎崎学園
、新学習指導要領の先行的な取組やＥＳＤ教育の視点を取り
入れた洞峰学園と、学園それぞれの特色を生かした小中一貫
教育の成果を発表した。

４月　学園組織と運営計画・研修計画の周知とPTA組織編成
５～７月中旬　学園経営の推進・教育活動の充実とPTA連携
　　　　　　　事業及び広報活動の充実（小中一貫訪問にて
　　　　　　　指導）
７月下旬～８月　学園組織ごとに研修会及び中間検討会（小
　　　　　　　　中一貫教育訪問にて指導）
９～12月　学園経営の推進、教育活動の充実とPTA連携事業
　　　　　及び広報活動の充実
１～３月　学園経営の成果と課題まとめ、次年度の計画立案

４月　学園組織と運営計画・研修計画の周知とPTA組織編成
６～10月下旬　学園経営の推進・教育活動の充実とPTA連携
　　　　　　　事業及び広報活動の充実（計画指導訪問にて
　　　　　　　指導）
７月下旬～８月　学園組織ごとに研修会及び中間検討会（計
　　　　　　　　画指導教育訪問にて指導）
９～12月　学園経営の推進、教育活動の充実とPTA連携事業
　　　　　及び広報活動の充実
１～３月　学園経営の成果と課題まとめ、次年度の計画立案

継続

小中一貫教育推進事業

職員のみ

01-100102-24 学校教育研究支援に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　学園単位の経営によって、共通の教育目標を達成する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 1 小中一貫教育の充実

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

802

Ⅱ 2 (1) 小中一貫教育の充実

教育局教育指導課

教育指導係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・負担金補助金及び交付金
　　小中一貫教育研究会発表参加費　12千円
・報償費　講師謝礼
　　　　　小中一貫研修講座　　 24千円
・旅費　小中一貫教育サミット　150千円

      14,402       13,733

維持

5

4

2

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.85          1.85

       410.00        410.00

無 無

      14,074       13,558

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         328          175          186            0

         328          175          186            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

講師登録団体数を増加し、子どもたちに魅力ある講座の提供を行う。
令和２年度より市内の高等学校も対象にする。
各学校への出前レクチャー事業の周知を行う。

子どもたちに科学に触れる機会を増やすため、定期的に出前
レクチャーを案内し、受講回数を増やし、継続して促進して
いく必要がある。

・学校等の希望により、事前に登録した研究機関の研究員等
　と連絡調整し、現役研究員等を専門テーマの講師として派
　遣する。

科学教育の推進が図れた。

４月　実施要項・要領を設置し、各研究機関等に講師登録依
頼。市教育指導方針説明会で事業説明を行う。
５月上旬　講師一覧まとめ
５月中旬　受講受付開始、通年で出前レクチャーを実施
６月　中学校科学部と研究機関との交流事業開始
11月16日、17日　つくば科学フェスティバルにおいて、中学
　　　　　　　　校科学部と研究機関との交流成果として連
　　　　　　　　携出展

・各小中学校の科学クラブまたは科学部に出前レクチャー
を実施（7校が取組、延べ15回実施　793名の児童生徒が受講
）
・学園の森義務教育学校において研究機関との交流を実施

継続

つくば科学出前レクチャー事業

一部委託

01-100501-16 科学教育推進に要する経費

     1,665.0

         0.0

     1,187.0

         0.0

     1,466.0

         0.0

     1,287.0

         0.0

       670.0

         0.0

       793.0

         0.0

         0.0

         0.0

　最先端科学技術都市としての特性を生かし、大学や研究機
関等の協力を得て、科学教育の推進を図るため。

講座参加者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

     1,200.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

□

■

■

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

806

活動指標

Ⅱ 2 (3) 科学教育の推進

教育局教育指導課

学校・地域連携係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費：報償金　100千円
・需用費：消耗品費　120千円
・需用費：印刷製本費　89千円
・役務費：保険料　63千円

       2,943        2,877

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.35          0.40

        10.00          6.00

無 無

       2,495        2,729

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         448          148          372          372

         448          148          372          372

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・市内の協力研究機関等を子ども達がスタンプラリー形式で
　見学し、見学期間（夏休み）終了後、提出された専用パス
　ポートの内容により、最優秀ちびっ子博士・優秀ちびっ子
　博士・ちびっ子博士に認定し、認定基準に応じて認定証と
　記念品を授与
・対象者は、全国の小中学生

認定基準を見直した結果、延べ来場者数を増やすことができ
た。また、科学への興味関心が高められた。

４月　事業計画を作成、各機関に指定見学施設登録を依頼
５、６月　チラシ・パスポート等作成、広報つくば(７月号)
　　　　　掲載依頼、説明会実施
７月　チラシ・パスポート配布
７月20日～８月31日　ちびっ子博士開催（43日間）
９月25日　パスポート提出期限
９月～11月　認定作業
12月～１月　記念品等送付

・指定見学施設を新規２施設増加
・昨年実施の２施設が取りやめ、昨年取りやめていた１施設
が再開したことにより、39か所の見学施設で開催し、延べ来
場者数が134,506人となった（昨年比21,121人増）
・パスポート提出者は5,268人（昨年比220人増）

継続

つくばちびっ子博士事業

一部委託

01-100501-16 科学教育推進に要する経費

     4,358.0

         0.0

     4,283.0

         0.0

     3,748.0

         0.0

     3,803.0

         0.0

     5,048.0

         0.0

     5,268.0

         0.0

         0.0

         0.0

　最先端科学技術都市としての特性を生かし、大学や研究機
関の協力を得て、子どもたちに科学技術に触れさせ、楽しみ
ながら科学への興味や関心を高めさせる。

パスポート提出者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

     4,200.0

         0.0

     4,400.0

         0.0

     4,420.0

         0.0

     4,440.0

         0.0

     4,460.0

         0.0

     4,480.0

         0.0

     4,500.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

■

■

■

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

807

活動指標

Ⅱ 2 (3) 科学教育の推進

教育局教育指導課

学校・地域連携係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・需用費：消耗品費　1,483千円
・需用費：印刷製本費　1,460千円
・役務費：保険料　365千円

       6,825       13,307

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          1.40

        30.00         75.00

無 無

       3,604        9,682

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       3,221        3,625        3,308        3,308

       3,221        3,625        3,308        3,308

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

つくば科学フェスティバル事業の周知拡大を行う。
昨年度出展した団体には、昨年度と内容が違う出展を依頼する。
新規団体の募集、土曜日と日曜日の出展者数の調整を行う。
出展者の申込等を考慮し、ブースの面積を適切に割り振る。

会場の規模から出展団体を増やすことについては、１ブース
あたりの面積について検討する。
新しい企画内容での出展協力を行う。

・市内の各学校、高校、大学、研究機関等がつくばカピオを
　会場に科学実験等を出展
　青少年を対象に科学の楽しさや不思議などを体験させ、楽
　しみながら科学や理科への興味・関心を高めさせるイベン
　トを実施

数団体ではあるが新規の出展団体に参加いただいた。
天候に恵まれたこともあり、来場者が大幅に増加した。
来場者アンケートにおいて、来場者の95％が楽しかったと回
答しており、体験型イベントとして科学への興味関心を高め
ることができた。

５月　募集要項を設置、標語募集
６月　出展団体募集
７月または８月　第１回出展団体説明会
７月　標語決定
８月　ポスター・チラシ作成
９月　最終企画書締切、チラシ等配布、会場設営契約(７月
　　　一般競争案件提出)
10月　第２回出展団体説明会
11月16日、17日　科学フェスティバル開催

・53団体のブース出展
　11月16日、11月17日の２日間で延べ16,808人が来場
・学園の森義務教育学校が出前レクチャーを活用
　年間を通して研究機関と交流してきた成果として、連携出
　展を実施

継続

つくば科学フェステイバル事業

一部委託

01-100501-16 科学教育推進に要する経費
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　市内の各学校・高校・大学、研究機関等が出展し、研究者
や学校教職員と子供たちによる科学を楽しむための体験型イ
ベントを実施する。

来場者延べ人数
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任意的事務

Ⅰ 2 2 つくばスタイル科の充実

■

■

■

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

808

活動指標

Ⅱ 2 (3) 科学教育の推進

教育局教育指導課

学校・地域連携係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
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概要

概要

概要

指標の

指標の
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訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・報償費：報償金　75千円
・需用費：消耗品費　1,303千円
・需用費：印刷製本費　710千円
・役務費：保険料　229千円
・委託料：委託料　4,098千円
・使用料及び賃借料：使用料　311千円

      10,926       14,634

維持

5

4

2

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。
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